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地域経済統合と日本の選択
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I　はじめに
　21世紀まであとわずか数年となった，いわゆる「大世紀末」の最後の段階を
迎えた現代の世界政治・経済は，文字どおり「大転換期」に相応しく，未曾有
の「激動（turb旭1ence）」を数多く目のあたりにした時代であった。
　東西ドイッのr壁」の撤去に始まる東側陣営の一枚岩の瓦解と旧ソ連邦の崩
壊。中国，ベトナムに代表される社会主義的市場開放体制への移行。欧州連合
（EU）実現（1993年1月）への努力や北米自由貿易協定（NAFTA）の発効
（1994年1月）に見られるいわゆる地域主義（リージョナリズム）の台頭。他
方において，7年余りにも及ぶ，長く，たゆまぬ論議と交渉努力の末に一応の
合意（1993年12月）を得た関税貿易一般協定・多角的貿易交渉（ガット・ウル
グアイ・ラウンド）に象徴される自由貿易体制（グローバリズム）の堅持。
・・一。世界はいま，いわゆる「グローバリズム」と「リージョナリズム」，「開
放」と「収束」，「自由」と「保護」，「管理強化」と「規制緩和」といった一見，
互いに矛盾し合い二律背反する現象が，同時並行的に進行，錯綜する時代を迎
えた。
　こうした「時代の傾向」は，日本にとづてもまった＜無縁でなかったことは
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いうまでもない。非自民党政権の誕生による「55年体制」の終焉やいわゆるバ
ブル経済の崩壊，複合不況による久々のマイナス経済成長，それに伴う政治，
経済，社会，産業，企業，経営システム・慣行のすべてにわたって，見直し
（リストラ）が必至であるとの声が高らかに響いてきた今日，日本を取り巻く
環境もまた，大きく揺れ動いている。
　本稿では，いま世界経済に見られる2つの潮流，すなわちグローバリズムと
リージョナリズムのそれぞれの動向と，両者の位相関係の検討を通じて，日本
が今後どのような政策的対応を採るべきかを模索することとしたい。
1　グローバリズムと日本
　戦後日本の復興と成長は，米国のリーダーシップの下に推進されてきたいわ
ゆるガット体制に象徴される自由貿易主義（グローバリズム）への従属と依存
に始まり，ついでそれを積極的に遵守するという戦略的対応を変化させてきた
結果であったと捉えることができる。それはまた，冷戦構造が生んだr僥倖」
の賜物であったことをも忘れることはできない。日本の繁栄は，もとより日本
の「国民」的努力の結果である一方，それは，米国の「寛容」と「誤算」に帰
するところも少なくなかったのである。
　日本との経済・貿易摩擦をめぐる米国側の論陣でも有力な一派とみなされる
いわゆるリビジョニストらの議論（アキタ，1993）からも，当然のことながら，
米国政府のこれまでの対日政策に見られる「寛容」と「誤算」に対する苛立ち
と批判を垣聞見ることができるであろう。だが，もっと注目すべきは，近年，
「公正貿易論」や「管理貿易論」，「相互主義」といった迂回的表現を一挙に超
えて，あからさまに「保護貿易主義」を提唱する論者すら散見されるに至って
いることである。
　ユ．競争的保護主義の台頭
　例えば，ラビ・バトラ教授がその代表的論者であろう　（Batra，1993）。バト
　ユ24
　　　　　　　　　　　　　地域経済統合と日本の選択　　　　　　　　　　　　　125
ラ教授は，近著『貿易は国を滅ぼす（The　Myth　of　Free　Trade）』の中で，米
国の衰退の犯人は自由貿易であると主張し，過去において米国以外のすべての
国（言外には，とりわけ日本を指していることはいうまでもないが）が，米国
の自由貿易政策の恩典に浴してきたが，この間に米国の経済，産業，企業，国
民生活は破壊された，と論難している。かくして教授は，「競争的保護主義」
と呼称するアンチ自由貿易政策を提唱するのである。その要点は，／1）関税障壁
を引き上げ，（2）国民の利益を無視した独占企業による利潤追求を排除し，（3）研
究開発を奨励し，（4）大企業の合併禁止・分割等により，国内での競争を確保し
ようというところにある。
　米国の相対的な国力の低下は，教授の主張とは異なり，本来，その産業，企
業の国際競争力を維持できなかったところにその真因があることは明白である
から，容易に論駁できる。しかしここではむしろ，このような主張が公言され
るに及んでいる米国の「国内事惰」を十分に理解し，その原因はともあれ，結
果として，日本をはじめとするアジア主要国が，米国との貿易の利益に大いに
浴しており，米国が提供してきた巨大な市場の吸収力に依存してきた，という
現実に目を注ぐべきであろう。
　2．戦略的管理貿易と行動主義
　他方，バトラ教授ほど極端ではないとはいえ，米国には自由貿易論に懐疑的
な論者は，枚挙に暇がない。クリントン政権の経済諮問委員会のローラ・タイ
ソン委員長や，ポール・クルーグマン教授らの提唱する「戦略的管理貿易論」
がその代表であろう（Kru卿an，1986）。「通商についての新しい考え方」と呼
ばれている彼らの考え方のエッセンスは，以下の通りであろう。
　いまや貿易，とりわけハイテク産業の分野でのそれは，古典的な経済学のテ
キストが教えるような，完全競季市場を前提とする比較優位の原則によってい
るわけではない。貿易の流れは，規模の経済性のメリットを活かした大量生産
による優位，経験の累積効果による優位，あるいは，技術革新による優位に
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よって決まる。つまり，限られた売主が藺品を提供する不完全競争（寡占）の
世界では，政府による介入が競争力を高め，ある産業に余剰利益（レント）を
もたらし、同時に他産業への波及効果（いわゆる外部経済）を発生させる。こ
のような基本認識の下，タイソンら（Tys㎝，1993）は，「慎重な行動主義
（cauti㎝s　activism）」の立場から，11湘手国の政府が介入してある産業を助成
し，レントと波及効果を確保しようとするのであれば，米国もこれに対抗して，
その特定産業を助成する産業政策を採択すべきだし，（2）当該産業政策が具体化
し，競争力が高まるまでは，当面，米国の製造業を明らかに不利に扱っている
外国の制度・慣行に対しては，一方的な報復の脅しを使っても，市場の開放を
要求し，二国間の貿易を管理すべきである，と主張している。この考え方こそ，
日米包括経済協議の決裂以降の米国側の対日スタンスの基本を成している。
　米国の経常収支の赤字が1000億ドルを超えるに及んだその原因やプロセスが
どうであれ，今や自由貿易の利益を最大に享受している国は日本である。その
ことは，1300億ドルにも及ぶと予想されている巨額な貿易黒字が，雄弁に物
語っている。別言すると，今日，経済・経営のグローバル化，すなわちグロー
バリゼーションの推進によって最も利益を蒙り，いわゆる「一人勝ち」の立場
にあるのが日本である，という共通認識が世界には紛れもなく存在してい乱
そのような現実認識に立つとき，自由貿易は絶対的な善であるから，様々な議
論はあっても最終的には自由貿易論者が必ず勝利するはずだ，といった楽観論
を単純に吐くことは，日本には許されないし，つとに慎むべきであろう。
　3．戦略的自由貿易主義とグローバリズム
　幸い米国にも，最近の日米問の管理貿易的傾向，特に，貿易不均衡の是正の
ための数値目標設定の動きを批判する論者が健在である。バグワッティ，パト
リック（コロンビア大学）教授，サクソンハウス（ミシガン大学）教授をはじ
め，クライン，サミュエルソン，ソロー，トーピンといったノーベル賞受賞者
を含む約40名の自由貿易を信奉する学者達が，93年9月30日に細川首相に宛て，
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管理貿易に反対する書簡を送っている。彼らはその書簡の中で，11〕管理貿易的
な数値目標の設定に反対して，多国聞交渉により貿易障壁の相互的撤廃を計る
こと，（2〕また単に数値目標の設定に反対するだけに終わらず，日本はさらなる
規制撤廃に取り組み，ガット交渉で一層のリーダーシップを発揮すること，（3）
経常収支黒字の削減についても目標数値を拒否し，むしろ一層強力な財政・金
融政策によって，内需の拡大を討るよう提言している。
　これは，自由貿易なしでは生きては行けない日本にとって，大いに傾聴すべ
き提言である。また，米のミニマム・アクセス（最低輸入量）の受入れなど，
かなりの程度の譲歩（痛み）を余儀なくされたとはいえ，1993年12月，ウルグ
アイ・ラウンドの交渉の妥結によって，白由貿易体制の維持，強化が辛くも計
られたことは，日本はもとより，世界経済全体から見ても歓迎すべきである。
OECD事務局の試算では，今回の合意措置が実施された場合，2002年の時点で，
世界全体で隼聞約27C0億ドルもの経済利益がもたらされるといわれている。日
本は，その実現に向けて，これまでの自国中心の「競争的自由貿易」政策から
速やかに脱却し，世界貿易機構（WTO）への応分の貢献（8％の出資）など，
多国聞の貿易体制の維持・促進に積極的に参画するようなより広範な視点に
立った「戦略的自由貿易」政策を，グローバル規模で展開することが望まれる。
　また，先の米国における「戦略的管理貿易論」者達からの理論攻勢に対抗す
るためにも，もはや今日ではテキスト・タイプの自由貿易の原則を主張するだ
けではほとんど説得力を持たない状況にあることは自明である。この事実を，
我々研究者レベルでも率直に認めるべき時を迎えている。単なる感情論的反発
に終わることなく，自由貿易をべ一スとしたクールで，精綴な理論溝築こそが，
いま我々研究者にとっての焦眉の課題であろう。
皿　リージョナリズムと日本
ところで世界政治・経済は，グローバリゼーション，あるいはボーダレス化
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が進捗する一方，世界各地でリージョナリズムに基づく経済の「ブロック化」
がほほ同時並行帥こ活発化している。
　一口にリージョナリズムといっても，その理念，形態，成果は実に千差万別
である。したがって，それらを十把一絡げにして議論するのは危険であるのみ
ならず，まったく不毛である。そこで，ここではリージョナリズムと小稿の表
題にある広義の地域経済統合をほぼ同義に使うこととし，狭義の地域経済統合
のことは，敢て関税同盟（Trade　Union）と呼称して，単なる自由貿易協定
（FreeTradeAgreement）や，いわゆる経済圏（Ec㎝omicArea，Economic
Group〕と峻別することとしたい。
　なるほど，いわゆるリージョナリズムという広い概念の中には，ある特定地
域を「囲い込む（ブロック化する）」という意味で，域外・非メンバーに対し，
何らかの「差別的措置」の行使をする，という共通の特性が見え隠れしている。
しかしながら，そのような「差別」の意図（目的）や時空間的制約，それがも
たらす帰結は，E　Cに代表される（1）関税同盟と，NAFTAを典型とする12）自由
貿易協定，そしてAPECやEAEC，あるいはアジアで実在したり提言されてい
る（3〕rOO経済圏」（構想）とでは，相当の差異が見られ，したがって，その
メンバー，非メンバーを問わず，それぞれに対する「思い入れ」も「戦略的対
応」の仕方も当然異なってくるわけである。さらにまた，これらのリージョナ
リズムの影響効果に対する評価もまた，当然千差万別になるだろう。
　ここでは，以上のような前提的議論を踏まえて，具体的に，近年活発化して
きた様々な地域経済統合が，日本にとってどのようなインプリケーションとイ
ンパクトを持つのかを検討する。
　1．E　Cと日本
　E　Cが域外・非メンバー国である日本に与えるインパクトは，E　Cの対米国
の関係に見られるほどに「特殊的」ではない。例えば，米国がNAFTAの形成
に積極的であった理由の1つとして，E　Cの結東に対する政治的，経済的「拮
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抗勢力」が欲しかった，との見方がある。そのことは，ウルグアイ・ラウンド
での米国とE　C聞での交渉の確執を思い出せば明白であり，その意味では，い
わゆる関税同盟が非メンバーに一般的に与えるとされている「貿易転換効果」
の問題を遥かに超えた国家戦略レベルの「特殊的」意義が込められている。
　この点では日本には，そのような「切り札」をE　Cに対して持つにはいたっ
ていない。E　Cが日本との貿易，投資に与える影響効果は，他の非メンバー国
と等しく「一般的」で「受動的」であり，産業・企業レベルの戦略対応という
かたちで甘受する以外に術がないのである。それは，とりもなおさず日本には，
そのような「拮抗勢力」がない，あるいはより正確には「持てない」ことから
くる弱みがあるからにほかならない（これについての詳細は後述）。
　したがって，日本がECとこの問題で公式かつ有効に交渉が持てる場は，今
のところガット以外に見当たらない。その意味でも，日本は，ヨーロッパの
リージョナリズムに対しては，グローバリズムで対抗するほかには術がないし，
またそのほうがベターであろう。
　2．NAFTAと日本
　関税同盟ほどの統合は志向しない単なる自由貿易協定であるにもかかわらず，
NAFTAが日本に与えるインパクトは「特殊的」である。いやむしろ，NAF・
TA締結のいまひとつのさらに重要な狙いが，米国の対日経済戦略の強力な
「挺子」の役割を持たせたところにあった，といっても過言ではなかろう。
　一向に改善の兆しが見られない日米貿易不均衡，あるいは包括協議を重ねて
もこじ開けることが困難な閉鎖的な日本市場に対する苛立ち……。NAFTAは，
それを足元から揺すり，日本側から大きな譲歩を勝ち取るための戦略的「切り
札」にほかならない。貿易相手，投資先としての日本の対米依存度に大きな変
化がないかぎり，「関税免除基準となる自動車の部品の現地調達率を，現行の
50％から8年後に62．5％に引き上げる」などの域内企業を優先する保護主義的
な要素を含むNAFTAから，日本「特殊的」色彩を払拭することは困難であろ
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う。
　ここでもまた、日本にとっての選択肢は、（1）NAFTAに対抗できる同種の貿
易協定を，例えばアジアで締結するといったリージョナリズムに走るか，ある
いは（2）対米依存の貿易・投資構造を速やかに転換させるというグローバリズム
のさらなる展開の道を採るかのいずれであろうが，後述の理由から，日本が採
るべきベターな方途は後者，すなわちグローバリズムに基づく「戦略的自由貿
易」政策をおいてほかにはないのではなかろうか。
　3．APEC，EAEC及び「O○経済圏」構想と日本
　APEC（アジア太平洋経済協力閤僚会議）に対する米国による最近の積極的
な参画は，マレーシアのマハティール首相が提唱するEAEC（東アジア経済協
議体）構想への牽制を意図した国家レベルの戦略的対応，と見ることができる。
　周知のごとく，EAEC構想では，日本の役割がその鍵を握るかたちを採らざ
るを得ない。けれども，日本には東アジアにおいて，多くを語るまでもなく，
中国や韓国を差し置いてこの地域でリーダーシップはとりにくい「歴史的」事
情がある（江夏，1986）。したがって，日本がリージョナリズムに立脚した経
済統合には積極的に荷担することが困難であ㍍APECへの米国の大接近には
その辺の「読み」が，しっかりと込められている。21世紀の成長のセンターが
アジアであることが確かであるかぎり，米国はそこにしっかりとした「襖」を
打っておきたい，と考えるのは自然の理である。
　それはまた，日本の「アジア接近」と「米国離れ」に対する「牽制」の意味
をも込めているかも知れない。日本がグローバリズムを基調に，アジアとの経
済関係を深め，アジアという「パイ」を席巻してしまわないためにも，米国は
そのイニシアチブをいまから取っておくべきだ，と考えているに相違ない。そ
の点では，いまのところ米国は中国と利害が一致しているかもしれない。
　他方，「華南経済圏」＝「小三角形」（中国大陸・香港・台湾）での相互依存
関係を拡大し，次いで「中三角形」（中国・NIEs・ASEAN）での連携を強化し，
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最終的には「大三角形」（中国・日本・米国）に対応していこうとする，「中国
（華人）経済圏」をべ一スとする中国は，非華人主権国家を志向するマレーシ
アの提唱するEAECに安易に親するわけにはいかない。EAEC構想には，日
本を中国に対する「拮抗勢力」として対時させようという戦略的意図が見え隠
れしているからだ（市川，1993B）。
　おそらく日本としてはこの際，米国はもとよりのこと，アジアの大国：中国
とも真っ向から対決するような遺だけは避けて通りたい，と考えているに相違
ない。その意味でも，やはりアジアにおける比較的ルースな「○○経済圏」構
想に対しても，リージョナリズムにのめり込むことは避けて，より開放的でグ
ローバルな経済関係への積極的な参画を志向するものと恩われる（小島，
1992）。
　　　　　　　　　アジア太平洋新経済秩序カ学のイメージ
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］V　リージョナリズムを超えた東アジアとの共生・互恵戦略
以上の考察から， 日本を取り巻く世界経済環境が決して安穏と構えておれる
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状況にないことが明白となったであろう。
　それでは，いかなる地域にも偏重しない，文字どおりのグローバリズムに基
づく貿易・投資戦略を現実的に日本は選択できるのであろうか。その答えもま
た，「ノー」である。
　日本にとって東アジアとは，あらゆる犠牲を払っても，その過去における橿
措を乗り越えて，メンタルな意味でも，またフィジカルな意味でも，21世紀の
世界の政治と経済を考える上で，優先的にコミットすべき地域であるし，また
そうであらねばならない「歴史的使命」を帯びた地域でもある。
　日本と東アジアとの関係は，すでにザインとして＝「胃袋のレベル」では，
十分過ぎるほどに構築・整備されつつある。ただしそのことが，かえって日本
の経済的エゴを鮮明に浮き彫りにさせて，東アジアの人々には，過去における
日本の軍事的・政治的侵略と二重写しに知覚され，多くの誤解もされてきたこ
とは否めない。
　したがって，今後，東アジアにべ一スを置きながらも，この地域へのコミッ
トメントにいたずらに偏重しないグローバル化を推進するのが最良の選択であ
るかもしれない。ただしそこでは，日本の国益ばかりに拘泥しない，高遷なゾ
ルレン＝理念に基づく「頭脳レベル」からの戦喀的創造と行動が必須である。
そのような創造と行動を伴わないかぎり，この構想もまた，聞違いなく徒労に
終わってしまうであろう。
　その意味でも，真の意味での東アジア地域での「共生・互恵戦略」の構想と
実践が望まれる（市川，1993A）。もとよりここにいうところの「共生」とは，
片務的なそれではなく，双務的共生を意味する。またそこでの相互依存関係は，
必ずしもモノとモノ，あるいはモノとカネ，さらにはカネとカネであらねばな
らないわけではない。そこには，東アジア人に共通する歴史的，文化，あるい
は精神的遺産や知的資源の「善意に基づく交流」が不可欠であることは，いう
までもない。
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　ただしそのためには，ある時期までは，日本は一方的（milatera1）に相手
国の如何に関わらず，貿易（とりわけ輸入を）自由化は結局自国の利益になる
のだ，という観点に立ってさらに積極的に推進すべきであろう。
V　結びに代えて　「ルック・モア・イースト・アジア」のすすめ
　現在日本は，戦後未曾有の様々な「試練」を内外から受けている。
　大量生産，大量消費，高度成長志向に端を発したバブル経済の崩壊とこれに
伴う不況は，日本人にいま，これまでのパラダイムの見直しと，新しいそれを
構築するために立ち止って熟慮・再考する絶好の機会を与えた。
　「東アジア人」としての日本人の英知と勇気と行動が真に問われている，と
いえるであろう　（青木，1994）。日本は，いまこそ「ルック・モア・イース
ト・アジア」であらねばならない。
（注記）本稿は，筆者が199里年2月ユ7日，（社団法人）韓国貿易学会主催の国際学術発表
　　犬会（ソウル市）で行った講演「地域経済統合と日本の戦略」の草稿を加筆・修正
　　したものである。
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